
 当社グループは相互に連携して観光事業の発展を図っており、その概要図は次のとおりであります。 

  



(1) 会社の経営の基本方針 

当社グループは、北海道の観光ホテルを基盤として事業の拡大に努め、温泉を幅広く利用し、お客様のための疲労

回復と心の癒やしを得られるようなサービスに取り組んでまいりました。 

各地区のホテルは、それぞれこだわりのホテルづくりと、お客様に心から楽しんでいただけるように真心をこめた

サービスでおもてなしをさせていただきます。 

今後におきましても、当社グループのノウハウを共有することで長期的かつ安定的に企業価値の向上を図りたいと

考えております。 

(2) 目標とする経営指標 

当社は、企業価値の増大を図っていくために、重要な経営指標として、ＲＯＡ（総資産経常利益率）２％を達成す

ることを当面の実現・継続すべき目標値としております。 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

経済・社会環境の変化及び自然災害等不測の事態に対応し安定的な収益構造を確立するため、事業の規模拡大と地

域分散を一層推し進めるとともに、当社グループの基盤である北海道地区のホテルの業績回復が重要課題であるとの

認識のもと、営業戦略の見直し、北海道内を一体的に捉えた販売網の整備等を推進すると共に、全国展開を実施して

いる当社グループのスケールメリットを最大限に活用し、全ホテルの相乗効果を高めるよう努めてまいります。 

(4) 会社の対処すべき課題 

 国内の景気は全体として停滞傾向で推移するものと思われますが、当社グループの基幹である北海道地区の５ホテ

ルの業績回復が重要課題であるとの認識のもと、東京・名古屋・大阪等を重点とした営業活動の強化を図り営業収益

の増加に努めてまいります。さらに、高騰する原材料費や水道光熱燃料費等に対するコストコントロールを行い、安

定的な利益確保に取り組んでまいります。 

 こうした状況のもと当社グループといたしましては「あたりまえのことをあたりまえに」をモットーにして、安全

で安心のできるお客様へのサービスをご提供したいと考えております。また、お客様が望まれるサービスに適切に対

応できるホテル運営体制の確立に努め、さらなる経費削減と営業収益の増加、ならびに社員の能力向上を図り、収益

性の高い企業構造への転換を積極的に推し進めてまいります。 

(5) 内部管理体制の整備・運用状況 

当該事項につきましては、コーポレート・ガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え

方及びその整備状況」に記載しております。 

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,666,251 3,539,726

売掛金 795,703 668,093

たな卸資産 243,632 ※5  199,006

繰延税金資産 105,300 82,895

未収法人税等 74,510 47,868

その他 192,235 189,938

貸倒引当金 △1,667 △2,392

流動資産合計 6,075,967 4,725,136

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 72,302,522 72,277,088

減価償却累計額 ※3  △42,561,868 ※3  △47,060,697

建物及び構築物（純額） ※2  29,740,654 ※2  25,216,390

機械装置及び運搬具 720,461 684,809

減価償却累計額 △658,661 ※3  △637,724

機械装置及び運搬具（純額） 61,800 47,084

土地 ※2  11,466,028 ※2  10,367,674

その他 4,363,473 4,234,539

減価償却累計額 △3,788,122 ※3  △3,735,025

その他（純額） 575,350 499,513

有形固定資産合計 41,843,833 36,130,664

無形固定資産   

のれん 649,170 611,718

その他 426,647 ※3  232,545

無形固定資産合計 1,075,817 844,264

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  1,684,651 ※1  1,390,569

繰延税金資産 31,594 21,586

破産更生債権等 4,764 19,858

その他 259,754 184,239

貸倒引当金 △25,677 △33,119

投資その他の資産合計 1,955,089 1,583,133

固定資産合計 44,874,741 38,558,061

繰延資産   

社債発行費 75,794 65,379

繰延資産合計 75,794 65,379

資産合計 51,026,503 43,348,578



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,009,203 820,140

短期借入金 ※2  7,690,000 ※2  2,950,000

1年内償還予定の社債 ※2  505,000 ※2  1,821,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2  3,911,196 ※2  6,135,450

未払金 1,769,221 1,605,848

未払法人税等 95,073 40,268

未払消費税等 154,361 64,334

繰延税金負債 236 651

役員賞与引当金 43,000 21,000

その他 415,409 344,800

流動負債合計 15,592,701 13,803,492

固定負債   

社債 ※2  4,560,500 ※2  3,393,500

長期借入金 ※2  16,611,625 ※2  17,119,098

繰延税金負債 585,733 380,069

退職給付引当金 441,705 464,716

負ののれん 60,947 55,406

長期預り保証金 354,125 353,812

その他 415 270

固定負債合計 22,615,051 21,766,873

負債合計 38,207,753 35,570,365

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,454,940 2,454,940

資本剰余金 2,182,984 2,182,984

利益剰余金 7,794,732 2,836,996

自己株式 △10,374 △11,241

株主資本合計 12,422,281 7,463,679

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 151,876 40,713

評価・換算差額等合計 151,876 40,713

少数株主持分 244,591 273,818

純資産合計 12,818,749 7,778,212

負債純資産合計 51,026,503 43,348,578



（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業収益 23,797,118 21,978,385

営業費用 ※1  22,753,997 ※1  21,467,965

営業利益 1,043,121 510,420

営業外収益   

受取利息 12,465 7,620

受取配当金 40,294 41,861

受取地代家賃 104,429 98,820

匿名組合分配利益 1,160 －

負ののれん償却額 5,540 5,540

その他 83,614 67,425

営業外収益合計 247,504 221,267

営業外費用   

支払利息 728,524 681,855

支払手数料 － 241,908

持分法による投資損失 66 －

社債発行費 45,440 52,686

社債発行費償却 10,837 10,415

貸倒引当金繰入額 20 19,274

その他 30,556 1,292

営業外費用合計 815,445 1,007,431

経常利益又は経常損失（△） 475,180 △275,743

特別利益   

固定資産売却益 ※2  159 ※2  703

投資有価証券売却益 138,231 35,965

受取保険金 － 26,456

その他 8,288 442

特別利益合計 146,679 63,567

特別損失   

過年度のれん償却額 18,234 －

固定資産除却損 ※3  16,742 ※3  24,670

前期損益修正損 － 5,301

固定資産売却損 － 249

減損損失 ※4  23,000 ※4  4,279,268

投資有価証券売却損 2,918 7,511

投資有価証券評価損 143 56,630

たな卸資産評価損 － 25,006

その他 407 33,395

特別損失合計 61,446 4,432,034

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

560,412 △4,644,210

法人税、住民税及び事業税 263,011 133,103

過年度法人税等 26,483 22,445

法人税等調整額 57,722 △97,485

法人税等合計 347,216 58,064

少数株主利益 36,454 38,977

当期純利益又は当期純損失（△） 176,742 △4,741,251



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,454,940 2,454,940

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,454,940 2,454,940

資本剰余金   

前期末残高 2,182,984 2,182,984

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,182,984 2,182,984

利益剰余金   

前期末残高 7,834,491 7,794,732

当期変動額   

剰余金の配当 △216,501 △216,484

当期純利益又は当期純損失（△） 176,742 △4,741,251

当期変動額合計 △39,759 △4,957,735

当期末残高 7,794,732 2,836,996

自己株式   

前期末残高 △9,677 △10,374

当期変動額   

自己株式の取得 △697 △866

当期変動額合計 △697 △866

当期末残高 △10,374 △11,241

株主資本合計   

前期末残高 12,462,738 12,422,281

当期変動額   

剰余金の配当 △216,501 △216,484

当期純利益又は当期純損失（△） 176,742 △4,741,251

自己株式の取得 △697 △866

当期変動額合計 △40,456 △4,958,602

当期末残高 12,422,281 7,463,679



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 348,118 151,876

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △196,242 △111,162

当期変動額合計 △196,242 △111,162

当期末残高 151,876 40,713

評価・換算差額等合計   

前期末残高 348,118 151,876

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △196,242 △111,162

当期変動額合計 △196,242 △111,162

当期末残高 151,876 40,713

少数株主持分   

前期末残高 223,266 244,591

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21,324 29,227

当期変動額合計 21,324 29,227

当期末残高 244,591 273,818

純資産合計   

前期末残高 13,034,124 12,818,749

当期変動額   

剰余金の配当 △216,501 △216,484

当期純利益又は当期純損失（△） 176,742 △4,741,251

自己株式の取得 △697 △866

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △174,917 △81,935

当期変動額合計 △215,374 △5,040,537

当期末残高 12,818,749 7,778,212



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

560,412 △4,644,210

減価償却費 1,960,506 1,916,492

減損損失 23,000 4,279,268

のれん償却額 32,352 31,911

過年度のれん償却額 18,234 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 170 30,905

退職給付引当金の増減額（△は減少） △343 23,010

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,605 △35,358

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △22,000

受取利息及び受取配当金 △52,759 △49,481

支払利息 728,524 681,855

社債発行費 － 52,686

社債発行費償却 10,837 10,415

持分法による投資損益（△は益） 66 －

匿名組合分配損益（△は益） △1,160 －

投資有価証券売却益 △138,231 △35,965

投資有価証券売却損 2,918 7,511

投資有価証券評価損益（△は益） 143 56,630

有形固定資産売却損益（△は益） △159 △454

有形固定資産除却損 16,742 24,670

売上債権の増減額（△は増加） 9,875 125,726

たな卸資産の増減額（△は増加） 10,581 44,626

仕入債務の増減額（△は減少） △79,470 △189,062

未払消費税等の増減額（△は減少） 56,641 △90,026

その他の資産・負債の増減額 180,474 △213,038

小計 3,334,752 2,006,114

利息及び配当金の受取額 52,753 48,944

利息の支払額 △743,878 △666,032

法人税等の支払額 △581,790 △161,267

法人税等の還付額 804 801

法人税等の追徴額 △27,287 △23,247

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,035,353 1,205,312



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △150,000 △75,015

定期預金の払戻による収入 150,000 130,015

有形固定資産の取得による支出 △496,086 △207,668

有形固定資産の売却による収入 4,901 909

投資有価証券の取得による支出 △30,470 －

投資有価証券の売却による収入 439,298 79,392

匿名組合契約の解約による収入 141,315 －

貸付けによる支出 △21,000 －

貸付金の回収による収入 1,739 3,641

無形固定資産の取得による支出 △17,997 △65,157

有形固定資産の除却による支出 △4,809 △3,893

投資活動によるキャッシュ・フロー 16,891 △137,777

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △1,600,000 △4,740,000

長期借入れによる収入 2,000,000 8,200,000

長期借入金の返済による支出 △3,770,966 △5,468,273

社債の発行による収入 2,054,559 1,947,313

社債の償還による支出 △34,500 △1,851,000

自己株式の取得による支出 △697 △866

配当金の支払額 △216,501 △216,484

少数株主への配当金の支払額 △10,000 △9,750

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,578,105 △2,139,060

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 474,139 △1,071,525

現金及び現金同等物の期首残高 4,042,111 4,516,251

現金及び現金同等物の期末残高 ※  4,516,251 ※  3,444,726



  

継続企業の前提に関する注記

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

───────  当社グループは、当連結会計年度において景気低迷から

消費不振の影響を受け、特に平成21年１月から３月の観光

ホテル部門の売上は前年同期比16.5％の減少、このうち道

内観光ホテルの売上は前年同期比18.6％減少いたしまし

た。これを受けまして事業利益の低下したホテル等につい

て、再度将来の回収可能性を検討した結果、4,279百万円

の減損損失を計上したため、当期純損失4,741百万円を計

上するにいたりました。純損失の計上により、純資産が

12,800百万円から7,700百万円に減少し、後記（連結貸借

対照表関係）注記事項７財務制限条項に記載の通り、当社

グループが借入しているシンジケートローンの財務制限条

項①及び②に抵触することになりました。これらの状況に

より、当社グループは継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような状況が存在しております。 

 当社グループは、景気低迷が続く厳しい環境にあります

が、当該状況を解消すべく経営計画等に基づき、次のとお

り対処いたします。 

  １．収益力の強化 

 当社グループは翌年度も引き続き景気低迷が続くもの

と予想し、連結売上高を前年対比89.9％と保守的に見積

もり、人件費、広告宣伝費、燃料費、料飲材料費等を中

心としたコスト削減を徹底し、売上減少に耐えうる収益

構造に変えるべく努力してまいります。また、営業面に

つきましても消費者ニーズに基づくリーズナブルな宿泊

プランの提供、柔軟な価格設定、道外顧客集客のため東

京営業所、大阪営業所の新設、新たなエージェントの開

拓等により集客力の強化を図ってまいります。  

  ２．資金繰りの見通し 

 シンジケートローンの財務制限条項に抵触することに

なり、シンジケート団とは継続的な取り引きをしていた

だけるよう交渉中であります。平成21年３月組成のシン

ジケートローン11,400百万円の２回目の実行は平成21年

４月30日に実行済みであります。一方、資金繰り面にお

いては、平成21年３月末現在の現金及び預金残高は

3,539百万円であり、当面十分な資金を確保しており、

また、主要金融機関からの支援も得られる見込みであり

ます。 

 しかし、これらの対応策に関する先方の最終的な意思

表明が行われていないため、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められます。 

 なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成して

おり、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

連結財務諸表に反映しておりません。 



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 当社の所有する子会社のうち11社を連結しておりま

す。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 当社の所有する子会社のうち11社を連結しておりま

す。 

連結子会社：㈱東北カラカミ観光 

㈱マックスパート 

㈱洞爺サンパレス 

㈱古賀乃井 

㈱ニュー阿寒ホテル 

㈱洞爺パークホテル 

㈱川久 

㈱ホテルエメラルド 

㈱阿寒ビューホテル 

サンシャインビル㈱ 

㈱羊ヶ丘展望園 

連結子会社：㈱東北カラカミ観光 

㈱マックスパート 

㈱洞爺サンパレス 

㈱古賀乃井 

㈱ニュー阿寒ホテル 

㈱洞爺パークホテル 

㈱川久 

㈱ホテルエメラルド 

㈱阿寒ビューホテル 

サンシャインビル㈱ 

㈱羊ヶ丘展望園 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社：太陽商事㈱ 

カラカミ商事㈱ 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社：太陽商事㈱ 

カラカミ商事㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 なお、前連結会計年度において非連結子会社でありま

した㈲マザーワイケー及び㈲天神ホテルマネジメントワ

ンは当連結会計年度に匿名組合契約を解約したため、非

連結子会社の範囲から除いております。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためであります。 

  

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1) ㈱社会教育総合研究所と㈱トーヤ温泉ホテルの関連

会社２社については、持分法を適用しております。

 なお、㈱グリーンプラザについては当中間連結会

計期間において株式を取得したことから持分法適用

の関連会社に含めておりましたが、同社による新規

事業が中止されたことから増資をとりやめて減資し

たことで、資金の返還がなされたことにより、関連

会社から除外しております。 

(1) 関連会社の㈱トーヤ温泉ホテルについては、持分法

を適用しております。 

 なお、㈱社会教育総合研究所においては持分法適

用の関連会社に含めておりましたが、当社及び当社

連結子会社のサンシャインビル㈱所有の全株式を売

却したため、当連結会計年度より、関連会社から除

いております。 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社（太陽商事

㈱、カラカミ商事㈱）は、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外しております。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社（太陽商事

㈱、カラカミ商事㈱）は、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については、当該会社の事業年度に係る財務

諸表を使用しております。 

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については、当該会社の事業年度に係る財務

諸表を使用しております。 



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日

と一致しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

ただし匿名組合出資金は個別法によっており、詳

細は「(6) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項、②匿名組合出資金の会計処理」に記載し

ております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

商品、原材料、貯蔵品 

当社   ：先入先出法による原価法 

連結子会社：最終仕入原価法 

② たな卸資産 

商品、原材料、貯蔵品 

当社   ：先入先出法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

連結子会社：最終仕入原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定） 

なお、最終仕入原価法で評価されているたな卸資

産は、たな卸資産総額の約10.3％であります。 

なお、最終仕入原価法で評価されているたな卸資

産は、たな卸資産総額の約14.33％であります。 

  （会計方針の変更） 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法は、従来、主として

先入先出法による原価法によっておりましたが、当連結会

計年度より主として先入先出法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）に変更いたしました。この変更は、「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18

年７月５日公表分）が適用されたために行ったものであり

ます。この結果、従来の方法と比較して、営業利益、経常

損失に与える影響はありませんが、税金等調整前当期純損

失は、25,006千円増加しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

イ．建物及び構築物 

当社及び連結子会社は定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま

す。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

イ．建物及び構築物（リース資産を除く） 

同左 

建物及び構築物 15～42年   

ロ．その他の有形固定資産 

当社及び連結子会社は定率法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま

す。 

ロ．その他の有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

機械装置及び運搬具 ４～15年 

工具器具備品 ３～15年 

  



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

ハ．     ─────── ハ．リース資産 

当社及び連結子会社は所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係るリース資産において、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

（会計方針の変更） 

 当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結

会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。 

 この変更に伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益に与える影響は軽微であります。 

  

（追加情報） 

 平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産のうち償

却限度額までの償却が終了しているものについては従前の

方法によっております。 

  

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

当社の社債発行費は、支出時に全額費用として処理

しております。 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

同左 

連結子会社１社の社債発行費は、社債償還期間にわ

たり利息法により償却しております。 

  

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員賞与の支出に備えて、支給見込額の当連結

会計年度負担額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

③ 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、支給見込額の当連結会

計年度負担額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

同左 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定率法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。 

④ 退職給付引当金 

同左 



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5)       ─────── 

(6)       ─────── 

  

(6) ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワップについて

は、特例処理によっております。  

  

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

金利スワップ 

（ヘッジ対象） 

借入金及び社債の支払利息 

  

  

③ ヘッジ方法 

金利スワップは借入金利等の将来の金利変動リス

クを回避する目的で行っております。 

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしているの

で決算日における有効性の評価を省略しておりま

す。 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

② 匿名組合出資金の会計処理 

 当社はホテル事業に係る匿名組合出資を行うに際

して、匿名組合の財産の持分相当分を「投資有価

証券」として計上しております。 

 匿名組合への出資時に「投資有価証券」を計上

し、匿名組合が獲得した純損益の持分相当額につ

いては、「匿名組合分配損益」に計上するととも

に同額を「投資有価証券」に加減し、営業者から

の出資金の払い戻しについては「投資有価証券」

を減額させております。 

  なお、平成19年６月14日付の匿名組合契約の解

約に伴い、解約までの損益は「匿名組合分配損

益」として処理し、解約により発生した残余金分

配額等を「投資有価証券売却益」として計上して

おります。 

②       ─────── 

  

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれん及び負ののれんの償却については、20年間の均

等償却を行っております。 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



  

  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

─────── （リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

   なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

   これにより、営業利益、経常損失及び税金等調整前当期

純損失に与える影響はありません。 

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

─────── （連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました支払手数料（前連結会計年度末の残高は

25,903千円）は、営業外費用の10/100を超えたため、当連

結会計年度において区分掲記いたしました。 

   なお、内容につきましては、シンジケートローン組成の

手数料が200,000千円含まれております。 



  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

※１ 関連会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。 

※１ 関連会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。 

投資有価証券（株式） 16,907千円 投資有価証券（株式）       0千円

※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 

(イ) 担保に供している資産は次のとおりであります。 (イ) 担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 27,572,815千円

土地 8,840,101千円

計 36,412,917千円

建物 23,604,093千円

土地 8,493,767千円

計 32,097,861千円

(ロ) 上記に対応する債務は次のとおりであります。 (ロ) 上記に対応する債務は次のとおりであります。 

短期借入金 2,850,000千円

１年以内償還予定社債 211,000千円

１年以内返済予定長期

借入金 
3,073,924千円

社債 2,754,500千円

長期借入金 12,779,733千円

計 21,669,157千円

短期借入金 2,850,000千円

１年内償還予定の社債 211,000千円

１年内返済予定の長期

借入金 
4,750,810千円

社債 2,543,500千円

長期借入金 13,595,530千円

計 23,950,840千円

※３ 減価償却累計額には減損損失累計額が含まれており

ます。 

※３          同左 

 ４ 偶発債務  ４ 偶発債務 

  洞爺湖温泉利用協同組合の金融機関借入金に係

る下記の者の北海道信用保証協会への連帯保証

について、再保証しております。 

洞爺湖温泉利用協同組合理事（当社の従業員）

金子道夫 

  洞爺湖温泉利用協同組合の金融機関借入金に係

る下記の者の北海道信用保証協会への連帯保証

について、再保証しております。 

洞爺湖温泉利用協同組合理事（当社の従業員）

金子道夫 

再保証額 40,070千円

計 40,070千円

再保証額 34,910千円

計 34,910千円

※５       ─────── ※５ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。 

  商品 88,039千円

原材料 56,358千円

貯蔵品 54,608千円

計 199,006千円

 ６       ───────  ６ 借入金等の繰上返済に伴う処理 

  長期的資金繰りの安定化を図るため、借り換えを目

的とした総額114億円のシンジケートローンを組成

いたしました。（当連結会計年度実行分65億円）こ

の資金により繰上返済対象となる長期借入金につい

ては、全額長期借入金から１年内の返済予定長期借

入金に振り替えて計上しています。社債についても

同様の経理処理をしています。この結果、当連結会

計年度末日は一時的に流動負債が増加しています。

   振り替えた金額は下記のとおりであります。 

  社債 1,270,000千円

長期借入金 1,510,000千円

計 2,780,000千円



  

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

 ７       ───────  ７ 財務制限条項 

  当社の長期借入金合計金額のうち、シンジケートロー

ン５件、12,607,700千円には以下の財務制限条項が付

されております。 

契約ごとに条項は異なりますが、主なものは下記のと

おりであります。 

  ① 各事業年度末日における連結貸借対照表に記載され

る純資産の部の合計金額を直前の事業年度末日にお

ける連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計

金額の75％に相当する金額以上に維持すること。 

  ② 各事業年度末日及び中間期末日における連結貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額を91億円以

上に維持すること。 

  ③ 各事業年度末日における連結損益計算書に記載され

る営業損益を２期連続で損失としないこと。 

  ④ 各事業年度末日における連結損益計算書に記載され

る経常損益を２期連続で損失としないこと。 

  ⑤ 各事業年度末日における連結貸借対照表及び連結損

益計算書から計算される借入金キャッシュフロー倍

率を連結キャッシュフロー倍率の20倍以内に維持す

ること。 

  当社のシンジケートローンは当連結会計年度末現在、

上記の財務制限条項①及び②に相当する条項に抵触し

ております。今後の方向につきましては各金融機関と

交渉中であります。 



  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 営業費用の主要項目 ※１ 営業費用の主要項目 

料理・飲料材料費 3,446,108千円

売店・商品原価 1,056,555千円

人件費 5,854,000千円

賞与引当金繰入額 252,827千円

役員賞与引当金繰入額 43,000千円

退職給付費用 40,235千円

販売手数料 1,694,008千円

水道光熱燃料費 2,589,474千円

減価償却費 1,960,506千円

のれん償却額 37,892千円

料理・飲料材料費 3,229,542千円

売店・商品原価 929,766千円

人件費 5,514,660千円

賞与引当金繰入額 216,765千円

役員賞与引当金繰入額 21,000千円

退職給付費用 67,647千円

販売手数料 1,542,065千円

水道光熱燃料費 2,527,070千円

減価償却費 1,916,492千円

のれん償却額 37,452千円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 25千円

土地 133千円

 計  159千円

機械装置及び運搬具 703千円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 3,911千円

機械装置及び運搬具 2,585千円

有形固定資産（その他） 10,245千円

 計  16,742千円

建物及び構築物 5,792千円

機械装置及び運搬具 1,198千円

有形無形固定資産（その他） 17,680千円

 計  24,670千円

※４ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しております。 

（単位：千円）

※４ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しております。 

（単位：千円）

    減損損失 

用途 場所 種類 金額 

遊休資産 
北海道恵庭
市柏陽町 

土地  23,000

合計      23,000

    減損損失 

用途 場所 種類 金額 

観光ホテル
北海道釧路
市阿寒町 

建物及び 
構築物 

 867,639

土地  49,451

その他  276,585

観光ホテル
北海道釧路
市阿寒町 

建物及び 
構築物 

 12,736

観光ホテル
北海道虻田
郡洞爺湖町 

建物及び 
構築物 

 1,241,613

土地  666,929

その他  26,317

観光ホテル
北海道釧路
市阿寒町 

建物及び 
構築物 

 670,728

土地  55,755

その他  11,024

主にレスト
ラン事業 

札幌市豊平
区福住 

建物及び 
構築物 

 49,610

土地  345,008

その他  359

遊休資産 
北海道恵庭
市柏陽町 

土地  5,510

合計      4,279,268



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（経緯） 

 遊休不動産については、市場価格の下落が著しく、投資

額の回収が困難と見込まれるため、回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（23,000千円）として特別損失

に計上いたしました。 

 なお、遊休不動産以外のホテルについては、該当はあり

ません。 

（経緯） 

 ホテルについては、営業収益が大幅に低下したことによ

るもの及び閉館したことによるものであります。当該資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（3,878,780千円）として特別損失に計上いたしまし

た。 

 レストランの不動産については、主に賃貸部門のテナン

ト入居率が低下し、回復が見込まれないと判断したため、

当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（394,978千円）として特別損失に計上いた

しました。 

   遊休不動産については、市場価格の下落により、投資額

の回収が困難と見込まれるため、回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（5,510千円）として特別損失

に計上いたしました。 

（グルーピングの方法） 

 減損損失の算定にあたっては、他の資産又は資産グルー

プのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位に拠って資産のグループ化を行

っており、管理会計上の事業所区分に拠っております。な

お、遊休不動産については、個々の物件単位でグルーピン

グしております。 

（グルーピングの方法） 

同左 

（回収可能価額の算定方法） 

 遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ており、土地については売却見込額により評価しておりま

す。 

（回収可能価額の算定方法） 

 当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ており、正味売却価額は不動産鑑定士による鑑定評価額も

しくは、売却見込額により評価しております。 



前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加700株によるものです。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  8,670  －  －  8,670

合計  8,670  －  －  8,670

自己株式         

普通株式（注）  10  0  －  10

合計  10  0  －  10

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月15日 

定時株主総会 
普通株式  216,501  25 平成19年３月31日 平成19年６月16日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月12日 

定時株主総会 
普通株式  216,484 利益剰余金  25 平成20年３月31日 平成20年６月13日



当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加1,070株によるものです。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はありません。 

  

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  8,670  －  －  8,670

合計  8,670  －  －  8,670

自己株式         

普通株式（注）  10  1  －  11

合計  10  1  －  11

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月12日 

定時株主総会 
普通株式  216,484  25 平成20年３月31日 平成20年６月13日 



  

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成20年３月31日現在） 

  

現金及び預金勘定 4,666,251千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△150,000千円

現金及び現金同等物 4,516,251千円

（平成21年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 3,539,726千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△95,000千円

現金及び現金同等物 3,444,726千円

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ており、その内容は次のとおりであります。 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資産
（その他） 

 49,812  903  48,909

合計  49,812  903  48,909

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資産
（その他） 

 53,940  13,487  40,453

合計  53,940  13,487  40,453

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 9,900千円

１年超 39,009千円

合計 48,909千円

１年内 10,788千円

１年超 29,665千円

合計 40,453千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 980千円

減価償却費相当額 980千円

支払リース料 10,788千円

減価償却費相当額 10,788千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

同左 



前連結会計年度（平成20年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない非上場株式について、143千円の減損処理を行っておりま

す。 

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

  

（有価証券関係）

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1) 株式  234,504  521,400  286,895

(2) 債券                  

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3) その他  －  －  －

小計  234,504  521,400  286,895

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1) 株式  96,957  64,888  △32,069

(2) 債券                  

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3) その他  －  －  －

小計  96,957  64,888  △32,069

合計  331,462  586,288  254,825

売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円） 

 555,714  138,231  2,918

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

① 非上場株式  1,068,363

② 企業再建ファンド信託受益権  30,000



当連結会計年度（平成21年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある上場株式について、56,630千円の減損処理を行っておりま

す。 

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

  

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1) 株式  209,138  277,450  68,311

(2) 債券                  

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3) その他  －  －  －

小計  209,138  277,450  68,311

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1) 株式  31,705  31,705  －

(2) 債券                  

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3) その他  －  －  －

小計  31,705  31,705  －

合計  240,843  309,155  68,311

売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円） 

 63,792  35,965  6,204

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

 非上場株式  1,081,414



１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

  

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平

成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平

成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

─────── ① 取引の内容 

金利スワップ取引を利用しております。 

  ② 取引に対する取組方針 

将来の金利の変動によるリスクの軽減を目的として

おり、投機的な取引は行わない方針であります。 

  ③ 取引の利用目的 

借入金等の将来の金利市場における利率上昇による

変動額リスクを軽減する目的でデリバティブ取引を利

用しております。  

  なお、デリバティブ取引は重要な会計方針のヘッジ

会計の方法に従って処理しております。 

  ④ 取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は市場の変動によるリスクを有し

ておりますが、このリスクは借入金の有する金利変動

リスクと相殺されるものであります。 

  なお、金利スワップの契約先は、信用度の高い国内

の金融機関であり、相手先の契約不履行による信用リ

スクは、ほとんどないと判断しております。 

  ⑤ 取引に係るリスク管理体制 

多額の借入金等は、取締役会の承認事項となってお

り、それに伴う金利スワップ契約の締結は取締役会で

決定されることになっております。また取引の実行及

び管理は経理部が行っております。 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

─────── 金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を

適用しておりますので記載を省略しております。 

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）



１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

 当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社全体で退職一時金制度については10社が有しており、また、適格

退職年金は１年金（グループ内の年金の共同委託契約の重複分を控除後）有しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

（退職給付関係）

    （単位：千円）

  
前連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

イ．退職給付債務  △487,172  △539,659

ロ．年金資産  83,085  81,439

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）  △404,086  △458,219

ニ．未認識数理計算上の差異  △37,618  △6,496

ホ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ）  △441,705  △464,716

ヘ．退職給付引当金  △441,705  △464,716

    （単位：千円）

  
前連結会計年度 

（自平成19年４月１日 
至平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成20年４月１日 
至平成21年３月31日） 

イ．勤務費用  56,527  74,651

ロ．利息費用  6,767  6,876

ハ．数理計算上の差異の費用処理額  △23,059  △13,881

ニ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ）  40,235  67,647

  
前連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ．割引率 1.8％ 1.8％ 

ハ．期待運用収益率 0.0％ 0.0％ 

ニ．数理計算上の差異の処理年数 ５年（発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の
年数による按分額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度から費用処
理することとしている。） 

同左 



  

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳             （単位：千円） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳             （単位：千円） 

繰延税金資産     

賞与引当金  70,313

未払事業所税  25,322

未払社会保険料等   8,621

未払事業税  7,411

退職給付引当金  175,607

会員権評価損  16,945

繰越欠損金  327,635

減損損失  23,856

貸倒引当金  12,013

その他  39,769

繰延税金資産小計  707,494

評価性引当額  △447,754

繰延税金資産の合計  259,740

繰延税金負債     

土地  △453,867

借地権  △139,763

その他有価証券評価差額金  △102,949

その他   △12,235

繰延税金負債小計  △708,815

繰延税金負債の純額  △449,074

繰延税金資産     

賞与引当金  53,526

未払事業所税  25,424

未払社会保険料等   6,514

未払事業税  3,155

退職給付引当金  152,020

投資有価証券評価損  34,476

会員権評価損  17,811

繰越欠損金  633,958

減損損失  1,465,481

貸倒引当金  14,095

その他  220,682

繰延税金資産小計  2,627,146

評価性引当額  △2,507,685

繰延税金資産の合計  119,461

繰延税金負債     

土地  △314,483

借地権  △41,240

その他有価証券評価差額金  △27,597

その他   △12,376

繰延税金負債小計  △395,699

繰延税金負債の純額  △276,238

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産  105,300

固定資産－繰延税金資産  31,594

流動負債－繰延税金負債  △236

固定負債－繰延税金負債  △585,733

流動資産－繰延税金資産  82,895

固定資産－繰延税金資産  21,585

流動負債－繰延税金負債  △651

固定負債－繰延税金負債  △380,069

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.4％

（調整）  

過年度法人税額 4.7％

住民税均等割額 1.3％

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.7％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目  

△2.0％

のれん償却額 2.3％

持分法による投資損益 0.0％

評価性引当額の増減 7.4％

過年度のれん償却額 1.3％

その他 1.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 62.0％

当連結会計年度は当期純損失計上のため記載しておりま

せん。 
  



前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理（関係会社管理）上採用している区分によっております。 

２．各事業区分の運営会社 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

   

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  

観光ホテル
事業 

ビジネス
ホテル事
業 

スポーツ
施設運営
事業 

レストラン
事業 

計 
消去又は
全社 

連結 

（千円） （千円） （千円） （千円） (千円) （千円） （千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益                                          

売上高                                          

(1) 外部顧客に対する売上高  19,764,051 3,725,894 235,154 72,018  23,797,118  － 23,797,118

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 94 776 20,523 －  21,394 (21,394) －

計  19,764,145 3,726,670 255,678 72,018  23,818,513 (21,394) 23,797,118

営業費用  19,376,711 3,111,220 250,351 68,175  22,806,459 (52,462) 22,753,997

営業利益  387,434 615,450 5,326 3,842  1,012,053  31,067 1,043,121

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
                                         

資産  43,368,842 6,893,439 53,117 711,103  51,026,503  － 51,026,503

減価償却費  1,651,918 300,725 205 7,656  1,960,506  － 1,960,506

減損損失  23,000 － － －  23,000  － 23,000

資本的支出  238,548 304,803 387 －  543,739  － 543,739

事業区分 運営会社 

観光ホテル事業 

当社、㈱東北カラカミ観光、㈱洞爺サンパレス、㈱古賀乃井、㈱

ニュー阿寒ホテル、㈱洞爺パークホテル、㈱川久、㈱ホテルエメ

ラルド、㈱マックスパート、㈱阿寒ビューホテル 

ビジネスホテル事業 当社、㈱マックスパート、㈱川久 

スポーツ施設運営事業 サンシャインビル㈱ 

レストラン事業 ㈱羊ヶ丘展望園 



当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理（関係会社管理）上採用している区分によっております。 

２．各事業区分の運営会社 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日 至

平成21年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日 至

平成21年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  

観光ホテル
事業 

ビジネス
ホテル事
業 

スポーツ
施設運営
事業 

レストラン
事業 

計 
消去又は
全社 

連結 

（千円） （千円） （千円） （千円） (千円) （千円） （千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益                                          

売上高                                          

(1) 外部顧客に対する売上高  17,786,137 3,893,460 218,047 80,739  21,978,385  － 21,978,385

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 41 464 20,479 －  20,985 (20,985) －

計  17,786,178 3,893,925 238,527 80,739  21,999,370 (20,985) 21,978,385

営業費用  18,167,160 3,327,573 238,198 72,892  21,805,824 (337,859) 21,467,965

営業利益（又は営業損

失） 
 △380,981 566,351 328 7,847  193,545  316,874 510,420

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
                                         

資産  38,237,371 6,783,803 56,997 325,310  45,403,483 (2,054,905) 43,348,578

減価償却費  1,608,348 299,999 821 7,323  1,916,492  － 1,916,492

減損損失  3,884,290 － － 394,978  4,279,268  － 4,279,268

資本的支出  284,035 38,227 650 －  322,913  － 322,913

事業区分 運営会社 

観光ホテル事業 

当社、㈱東北カラカミ観光、㈱洞爺サンパレス、㈱古賀乃井、㈱

ニュー阿寒ホテル、㈱洞爺パークホテル、㈱川久、㈱ホテルエメ

ラルド、㈱マックスパート、㈱阿寒ビューホテル 

ビジネスホテル事業 当社、㈱マックスパート、㈱川久 

スポーツ施設運営事業 サンシャインビル㈱ 

レストラン事業 ㈱羊ヶ丘展望園 

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

(1) 役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）１．カラカミ商事㈱は当社の役員及び主要株主である唐神茂夫が議決権の20.0％、当社の役員である唐神忠夫が

20.0％、同じく小笠原篤夫が20.0％及びこれらの近親者が40.0％を直接所有しております。 

２．太陽商事㈱は、当社の役員及び主要株主である唐神茂夫が議決権の64.0％、当社の役員である唐神忠夫が

20.0％、同じく唐神久美子が8.0％及びこれらの近親者が8.0％を直接所有しております。 

３．㈱小笠原商会は、当社の役員である小笠原篤夫の近親者が100.0％を直接所有しております。 

４．取引条件につきましては、当社と関連を有しない他の当事者とほぼ同様の条件によっております。 

５．金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

６．当社は、取締役宮越健文に対して短期資金を貸付けしております。なお、金利については、2.5％としてお

ります。 

７．当社監査役近藤政道が代表取締役副頭取執行役員となっている㈱北海道銀行は、当連結会計年度末日現在、

当社株式を431千株（所有株式割合で4.97％）所有しております。なお、本人との資本的関係はありませ

ん。 

  

（関連当事者情報）

属性 会社等の
名称 住所 

資本金
又は出
資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容

取引の内容 取引金額 
（千円） 科目

期末
残高 
(千円) 役員の

兼任等
事業上
の関係 

役員及びその近親者 
宮越 健文 －  － 当社取締役 なし － － 

資金の貸付 

(注)６ 
 1,000
流動資産

(その他)
1,000

  

近藤 政道 －  －

当社監査役

㈱北海道銀

行代表取締

役副頭取執

行役員 

(注)７ － － 

㈱北海道銀

行からの借

入金の返済

額 

1,234,830

短期借入

金 
2,850,000

  

１年以内

返済予定

長期借入

金 

1,075,864

  
長期借入

金 
5,305,568

  

借入にとも

なう利息の

支払 

 214,816
前払費用

未払費用

33,873

9,688

主要株主（個人）及

びその近親者が議決

権の過半数を所有し

ている会社等（当該

会社等の子会社を含

む） 

カラカミ

商事㈱ 

(注)１ 

北海道

虻田郡

洞爺湖

町 

 10,000

保険取扱

代理店業 

（被所有）

0.21％ 

兼任 

２名 

当社資

産の損

害保険

取引 

損害保険料

の支払 
 4,648 － －

広告代理

店業 

当社テ

レビＣ

Ｍ等の

広告宣

伝取引 

広告宣伝費

の支払 

(注)５ 

 214,856 未払金 17,513

太陽商事

㈱ 

(注)２ 

北海道

釧路市

阿寒町 

 10,000
広告代理

店業 

（被所有）

0.57％ 

兼任 

２名 

当社テ

レビＣ

Ｍ等の

広告宣

伝取引 

広告宣伝費

の支払 

(注)５ 

 193,681 未払金 19,389

役員及びその近親者

が議決権の過半数を

所有している会社等

（当該会社等の子会

社を含む） 

㈱小笠原

商会 

(注)３ 

北海道

伊達市 
 13,000 石油販売業 なし 

兼任 

１名 

重油の

購入 

燃料費の支

払 

(注)５ 

 115,938 － －



(2) 子会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）１．㈱社会教育総合研究所は、当社子会社のサンシャインビル㈱が議決権の6％を直接所有しております。 

２．取引条件につきましては、当社と関連しない他の当事者とほぼ同様の条件によっております。 

３．金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

属性 会社等の
名称 住所 

資本金
又は出
資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容

取引の内容 取引金額 
（千円） 科目

期末
残高 
(千円)

役員の
兼任等

事業上
の関係 

関連会社（当該関連

会社の子会社を含

む） 

㈱社会教育

総合研究所

(注)１ 

札幌市

中央区 
 40,000

人材育成の

教育事業 

（所有） 

直接 20％

間接 ６％

兼任1名
不動産 

貸付 

事務所の賃

貸 

(注)２ 

 6,288
未収入

金 
550



当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

(1) 役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）１．カラカミ商事㈱は当社の主要株主である唐神茂夫が議決権の20.0％、当社の役員である唐神忠夫が20.0％、

同じく小笠原篤夫が20.0％及びこれらの近親者が40.0％を直接所有しております。 

２．太陽商事㈱は、当社の主要株主である唐神茂夫が議決権の64.0％、当社の役員である唐神忠夫が20.0％、同

じく唐神久美子が8.0％及びこれらの近親者が8.0％を直接所有しております。 

なお、唐神茂夫は平成20年12月22日に逝去され、現在遺産分割協議中です。 

３．取引条件につきましては、当社と関連を有しない他の当事者とほぼ同様の条件によっております。 

４．金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

５．当社監査役近藤政道が代表取締役副頭取執行役員となっている㈱北海道銀行は、当連結会計年度末日現在、

当社株式を431千株（所有株式割合で4.97％）所有しております。なお、本人との資本的関係はありませ

ん。 

  

属性 会社等の
名称 住所 

資本金
又は出
資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容

取引の内容 取引金額 
（千円） 科目

期末
残高 
(千円) 役員の

兼任等
事業上
の関係 

役員及びその近親者 

近藤 政道 －  －

当社監査役

㈱北海道銀

行代表取締

役副頭取執

行役員 

(注)５ － － 

㈱北海道銀

行からの借

入金及び社

債の返済額 

1,394,632

短期借入

金 
2,850,000

  

１年以内

返済予定

長期借入

金及び社

債 

1,234,200

  

長期借入

金及び社

債 

5,252,600

  

借入にとも

なう利息等

の支払 

 213,406
前払費用

未払費用

26,609

12,784

主要株主（個人）及

びその近親者が議決

権の過半数を所有し

ている会社等（当該

会社等の子会社を含

む） 

カラカミ

商事㈱ 

(注)１ 

北海道

虻田郡

洞爺湖

町 

 10,000

保険取扱

代理店業 

（被所有）

0.21％ 

兼任 

１名 

当社資

産の損

害保険

取引 

損害保険料

の支払 
 4,185 － －

広告代理

店業 

当社テ

レビＣ

Ｍ等の

広告宣

伝取引 

広告宣伝費

の支払 

(注)３、

４ 

 190,831 未払金 7,843

太陽商事

㈱ 

(注)２ 

北海道

釧路市

阿寒町 

 10,000
広告代理

店業 

（被所有）

0.57％ 

兼任 

１名 

当社テ

レビＣ

Ｍ等の

広告宣

伝取引 

広告宣伝費

の支払 

(注)３、

４ 

 172,083 未払金 10,317



 （注）１．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,452円09銭

１株当たり当期純利益金額 20円41銭

１株当たり純資産額 866円72銭

１株当たり当期純損失金額 547円56銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失(△) 176,742千円 千円 △4,741,251

普通株主に帰属しない金額 －千円 －千円 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

(△) 
176,742千円 千円 △4,741,251

期中平均株式数 8,659,727株 8,658,750株 

  
前連結会計年度末 

（平成20年３月31日) 
当連結会計年度末 

（平成21年３月31日) 

純資産の部の合計額 12,818,749千円 7,778,212千円 

純資産の部の合計額から控除する金額 244,591千円 273,818千円 

（うち少数株主持分） （244,591千円) （273,818千円) 

普通株式に係る期末の純資産額 12,574,157千円 7,504,393千円 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数 
8,659,362株 8,658,292株 

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

──────── ──────── 



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,687,368 2,755,810

売掛金 547,402 448,376

商品 113,997 77,719

原材料 46,394 42,455

貯蔵品 58,176 50,322

前払費用 115,467 83,993

繰延税金資産 27,162 －

未収入金 ※2  147,414 ※2  212,916

未収法人税等 74,510 47,868

未収消費税等 － 14,644

その他 15,608 12,725

貸倒引当金 △670 △650

流動資産合計 4,832,833 3,746,182

固定資産   

有形固定資産   

建物 46,233,456 46,434,488

減価償却累計額 △26,708,924 △29,827,014

建物（純額） ※1  19,524,531 ※1  16,607,473

構築物 1,205,753 1,207,700

減価償却累計額 △757,953 △797,153

構築物（純額） 447,799 410,547

機械及び装置 490,355 490,355

減価償却累計額 △463,686 △465,552

機械及び装置（純額） 26,668 24,802

車両運搬具 175,646 153,553

減価償却累計額 △147,761 △135,306

車両運搬具（純額） 27,885 18,246

工具、器具及び備品 2,827,997 2,726,526

減価償却累計額 △2,434,156 △2,392,866

工具、器具及び備品（純額） 393,840 333,660

土地 ※1  6,773,051 ※1  6,281,923

有形固定資産合計 27,193,778 23,676,654

無形固定資産   

商標権 1,454 972

借地権 11,242 8,419

温泉利用権 2,665 1,103

電話加入権 10,143 10,143

水道施設利用権 44 24

ソフトウエア 14,953 63,178

無形固定資産合計 40,503 83,842



（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,667,744 1,390,569

関係会社株式 755,180 255,430

出資金 3,712 3,712

長期貸付金 20,283 228

関係会社長期貸付金 5,557,916 5,676,800

従業員長期貸付金 560 －

差入保証金 43,786 43,786

破産更生債権等 4,764 19,858

長期前払費用 49,616 20,864

繰延税金資産 16,160 －

その他 46,658 41,493

貸倒引当金 △159,934 △1,176,709

投資その他の資産合計 8,006,449 6,276,032

固定資産合計 35,240,731 30,036,529

資産合計 40,073,564 33,782,712

負債の部   

流動負債   

買掛金 912,144 736,606

短期借入金 ※1  7,550,000 ※1  2,950,000

1年内償還予定の社債 294,000 1,610,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  3,419,836 ※1  5,644,090

未払金 ※2  1,633,622 ※2  1,873,187

未払消費税等 21,206 －

未払費用 66,205 53,576

前受金 64,278 41,486

預り金 10,480 8,890

賞与引当金 25,500 1,500

役員賞与引当金 18,000 －

その他 38,907 28,764

流動負債合計 14,054,180 12,948,100

固定負債   

社債 1,806,000 850,000

長期借入金 ※1  11,484,785 ※1  12,483,618

繰延税金負債 － 27,597

退職給付引当金 279,994 326,638

長期預り保証金 ※2  398,204 ※2  388,050

投資評価引当金 － 10,000

固定負債合計 13,968,984 14,085,904

負債合計 28,023,164 27,034,004



（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,454,940 2,454,940

資本剰余金   

資本準備金 2,182,984 2,182,984

資本剰余金合計 2,182,984 2,182,984

利益剰余金   

利益準備金 267,418 267,418

その他利益剰余金   

別途積立金 4,170,000 4,170,000

繰越利益剰余金 2,833,556 △2,356,107

利益剰余金合計 7,270,974 2,081,310

自己株式 △10,374 △11,241

株主資本合計 11,898,524 6,707,993

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 151,876 40,713

評価・換算差額等合計 151,876 40,713

純資産合計 12,050,400 6,748,707

負債純資産合計 40,073,564 33,782,712



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業収益 ※2  23,486,443 ※2  21,676,413

営業費用 ※1,3  22,843,250 ※1,3  21,567,933

営業利益 643,193 108,480

営業外収益   

受取利息 133,326 128,745

受取配当金 50,030 52,030

受取地代家賃 128,498 125,197

匿名組合分配利益 1,160 －

その他 69,716 58,034

営業外収益合計 382,732 364,007

営業外費用   

支払利息 551,036 477,692

社債利息 2,562 39,193

社債発行費 45,440 52,686

支払手数料 228,429 413,785

貸倒引当金繰入額 20 19,274

その他 2,637 1,174

営業外費用合計 830,126 1,003,807

経常利益又は経常損失（△） 195,798 △531,319

特別利益   

固定資産売却益 ※4  159 ※4  703

投資有価証券売却益 137,942 37,965

その他 5,592 26,456

特別利益合計 143,693 65,125

特別損失   

固定資産除却損 ※5  15,708 ※5  15,601

前期損益修正損 － 5,301

減損損失 ※6  23,000 ※6  2,677,878

投資有価証券売却損 2,865 6,204

投資有価証券評価損 143 56,630

関係会社株式評価損 90,000 489,750

関係会社貸倒引当金繰入額 － 1,010,600

たな卸資産評価損 － 25,006

その他 407 42,951

特別損失合計 132,124 4,329,925

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 207,366 △4,796,119

法人税、住民税及び事業税 102,556 8,342

過年度法人税等 26,483 22,445

法人税等調整額 38,567 146,272

法人税等合計 167,606 177,060

当期純利益又は当期純損失（△） 39,759 △4,973,179



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,454,940 2,454,940

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,454,940 2,454,940

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,182,984 2,182,984

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,182,984 2,182,984

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 267,418 267,418

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 267,418 267,418

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 4,170,000 4,170,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,170,000 4,170,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 3,010,298 2,833,556

当期変動額   

剰余金の配当 △216,501 △216,484

当期純利益又は当期純損失（△） 39,759 △4,973,179

当期変動額合計 △176,741 △5,189,663

当期末残高 2,833,556 △2,356,107

利益剰余金合計   

前期末残高 7,447,716 7,270,974

当期変動額   

剰余金の配当 △216,501 △216,484

当期純利益又は当期純損失（△） 39,759 △4,973,179

当期変動額合計 △176,741 △5,189,663

当期末残高 7,270,974 2,081,310



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △9,677 △10,374

当期変動額   

自己株式の取得 △697 △866

当期変動額合計 △697 △866

当期末残高 △10,374 △11,241

株主資本合計   

前期末残高 12,075,963 11,898,524

当期変動額   

剰余金の配当 △216,501 △216,484

当期純利益又は当期純損失（△） 39,759 △4,973,179

自己株式の取得 △697 △866

当期変動額合計 △177,439 △5,190,530

当期末残高 11,898,524 6,707,993

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 348,118 151,876

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △196,242 △111,162

当期変動額合計 △196,242 △111,162

当期末残高 151,876 40,713

評価・換算差額等合計   

前期末残高 348,118 151,876

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △196,242 △111,162

当期変動額合計 △196,242 △111,162

当期末残高 151,876 40,713

純資産合計   

前期末残高 12,424,081 12,050,400

当期変動額   

剰余金の配当 △216,501 △216,484

当期純利益又は当期純損失（△） 39,759 △4,973,179

自己株式の取得 △697 △866

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △196,242 △111,162

当期変動額合計 △373,681 △5,301,692

当期末残高 12,050,400 6,748,707



  

継続企業の前提に関する注記

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

───────  当社は、当事業年度において景気低迷から消費不振の影

響を受け、特に道内観光ホテルの売上は前年同期比18.6％

減少いたしました。このうち道内観光ホテルの売上は前年

同期比18.6％減少いたしました。これを受けまして事業利

益の低下したホテル等について、再度将来の回収可能性を

検討した結果、2,677百万円の減損損失を計上、また子会

社に関する引当金の計上等により、当期純損失4,973百万

円を計上するにいたりました。純損失の計上により、純資

産が12,000百万円から6,700百万円に減少し、後記（貸借

対照表関係）注記事項６財務制限条項に記載の通り、当社

が借入しているシンジケートローンの財務制限条項①及び

②に抵触、また、子会社が借入しているシンジケートロー

ンが財務制限条項①に抵触することになりました。これら

の状況により、当社は継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような状況が存在しております。 

 当社は、景気低迷が続く厳しい環境にありますが、当該

状況を解消すべく経営計画等に基づき、次のとおり対処い

たします。 

  １．収益力の強化 

 当社は翌年度も引き続き景気低迷が続くものと予想

し、売上高を保守的に見積もり、人件費、広告宣伝費、

燃料費、料飲材料費等を中心としたコスト削減を徹底

し、売上減少に耐えうる収益構造に変えるべく努力して

まいります。また、営業面につきましても消費者ニーズ

に基づくリーズナブルな宿泊プランの提供、柔軟な価格

設定、道外顧客集客のため東京営業所、大阪営業所の新

設、新たなエージェントの開拓等により集客力の強化を

図ってまいります。  

  ２．資金繰りの見通し 

 シンジケートローンの財務制限条項に抵触することに

なり、シンジケート団とは継続的な取り引きをしていた

だけるよう交渉中であります。平成21年３月組成のシン

ジケートローン11,400百万円の２回目の実行は平成21年

４月30日に実行済みであります。一方、資金繰り面にお

いては、平成21年３月末現在の現金及び預金残高は

2,755百万円であり、当面十分な資金を確保しており、

また、主要金融機関からの支援も得られる見込みであり

ます。 

 しかし、これらの対応策に関する先方の最終的な意思

表明が行われていないため、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められます。 

 なお、財務諸表は継続企業を前提として作成してお

り、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財

務諸表に反映しておりません。 



  

重要な会計方針

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

ただし匿名組合出資金は個別法によっており、詳

細は「７ その他財務諸表作成のための重要な事

項、(2) 匿名組合出資金の会計処理」に記載して

おります。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品、原材料、貯蔵品 

先入先出法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品、原材料、貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定） 

   （会計方針の変更） 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法は、従来、先入先出

法による原価法によっておりましたが、当事業年度より先

入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）に変更いた

しました。この変更は、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）が

適用されたために行ったものであります。この結果、従来

の方法と比較して、営業利益、経常損失に与える影響はあ

りませんが、税引前当期純損失は、25,006千円増加してお

ります。 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

① 建物及び構築物 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物   15～42年 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

① 建物及び構築物（リース資産を除く） 

同左 

② その他の有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

機械装置及び 

車両運搬具     ４～15年 

工具器具備品    ３～15年 

② その他の有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

③       ─────── ③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産において、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。



  

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 この変更に伴う営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益に与える影響は軽微であります。 

  

（追加情報） 

 平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産のうち償

却限度額までの償却が終了しているものについては従前の

方法によっております。 

  

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

４．繰延資産の処理方法 

社債発行費 

支出時に全額費用として処理しております。 

４．繰延資産の処理方法 

社債発行費 

同左 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員賞与の支出に備えて、支給見込額の当事業年

度負担額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、支給見込額の当事業年度

負担額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、支給見込額の当事業年度

負担額を計上しております。ただし、当事業年度は

支給予定がないため、計上しておりません。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。数理計算上の差異は、その発生時

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しております。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(5)        ─────── 

  

(5) 投資評価引当金 

投資に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態

を勘案し将来発生する可能性のある損失見込額を計

上しております。 

６．リース取引の処理の方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

６．       ─────── 

  



  

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

７．        ─────── 

  

７．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、

特例処理によっております。  

  

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

金利スワップ 

（ヘッジ対象） 

借入金及び社債の支払利息 

  

  

(3) ヘッジ方法 

金利スワップは借入金利等の将来の金利変動リスク

を回避する目的で行っております。 

  

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしているので

決算日における有効性の評価を省略しております。

８．その他財務諸表作成のための重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

８．その他財務諸表作成のための重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 匿名組合出資金の会計処理 

当社はホテル事業に係る匿名組合出資を行うに際し

て、匿名組合の財産の持分相当分を「投資有価証

券」として計上しております。 

匿名組合への出資時に「投資有価証券」を計上し、

匿名組合が獲得した純損益の持分相当額について

は、「匿名組合分配損益」に計上するとともに同額

を「投資有価証券」に加減し、営業者からの出資金

の払い戻しについては「投資有価証券」を減額させ

ております。 

 なお、平成19年６月14日付の匿名組合契約の解約

に伴い、解約までの損益は「匿名組合分配損益」と

して処理し、解約により発生した残余金分配額等を

「投資有価証券売却益」として計上しております。

(2)        ─────── 

  



  

会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

──────── （リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

   なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

   これにより、営業利益、経常損失及び税金等調整前当期

純損失に与える影響はありません。 



  

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

※１ 担保提供資産 ※１ 担保提供資産 

(イ) 担保に供している資産は次のとおりであります。 (イ) 担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 18,416,385千円

土地 4,972,327千円

計 23,388,713千円

建物 15,757,004千円

土地 4,625,994千円

計 20,382,998千円

(ロ) 上記に対応する債務は次のとおりであります。 (ロ) 上記に対応する債務は次のとおりであります。 

短期借入金 2,850,000千円

１年以内返済予定長期借入金 2,089,300千円

長期借入金 5,070,725千円

計 10,010,025千円

短期借入金 2,850,000千円

１年内返済予定の長期借入金 4,322,650千円

長期借入金 9,039,850千円

計 16,212,500千円

※２ 関係会社に対する主な資産・負債 ※２ 関係会社に対する主な資産・負債 

区分掲記した以外で各科目に含まれているものは、

次のとおりであります。 

区分掲記した以外で各科目に含まれているものは、

次のとおりであります。 

未収入金 141,621千円

未払金 404,297千円

長期預り保証金 128,154千円

未収入金 208,936千円

未払金 812,077千円

長期預り保証金 118,000千円

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

(イ) 次の関係会社について金融機関からの借入及び社

債に対し債務保証を行っております。 

(イ) 次の関係会社について金融機関からの借入及び社

債に対し債務保証を行っております。 

㈱マックスパート（子会社） 3,971,700千円

㈱川久（子会社） 3,402,000千円

㈱ホテルエメラルド(子会社) 1,210,000千円

㈱阿寒ビューホテル(子会社) 140,000千円

計 8,723,700千円

㈱マックスパート（子会社） 3,640,340千円

㈱川久（子会社） 3,146,000千円

㈱ホテルエメラルド(子会社) 1,095,000千円

計 7,881,340千円

(ロ) 洞爺湖温泉利用協同組合の金融機関借入金に係る

下記の者の北海道信用保証協会への連帯保証につ

いて、再保証しております。 

(ロ) 洞爺湖温泉利用協同組合の金融機関借入金に係る

下記の者の北海道信用保証協会への連帯保証につ

いて、再保証しております。 

洞爺湖温泉利用協同組合理事(当社の従業員) 洞爺湖温泉利用協同組合理事(当社の従業員) 

金子道夫 金子道夫

再保証額 40,070千円

計 40,070千円

再保証額 34,910千円

計 34,910千円

 ４        ───────  ４ 減価償却累計額には減損損失累計額が含まれており

ます。 

 ５       ───────  ５ 借入金等の繰上返済に伴う処理 

  長期的資金繰りの安定化を図るため、借り換えを目

的とした総額114億円のシンジケートローンを組成

いたしました。（当事業年度実行分65億円）この資

金により繰上返済対象となる長期借入金について

は、全額長期借入金から１年内の返済予定長期借入

金に振り替えて計上しています。社債についても同

様の経理処理をしています。この結果、当事業年度

末日は一時的に流動負債が増加しています。 

   振り替えた金額は下記のとおりであります。 

  社債 1,270,000千円

長期借入金 1,510,000千円

計 2,780,000千円



  

前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

 ６       ───────  ６ 財務制限条項 

  当社の長期借入金合計金額のうち、シンジケートロー

ン４件、9,461,700千円には以下の財務制限条項が付

されております。 

契約ごとに条項は異なりますが、主なものは下記のと

おりであります。 

  ① 各事業年度末日における連結貸借対照表に記載され

る純資産の部の合計金額を直前の事業年度末日にお

ける連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計

金額の75％に相当する金額以上に維持すること。 

  ② 各事業年度末日及び中間期末日における連結貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額を91億円以

上に維持すること。 

  ③ 各事業年度末日における連結損益計算書に記載され

る営業損益を２期連続で損失としないこと。 

  ④ 各事業年度末日における連結損益計算書に記載され

る経常損益を２期連続で損失としないこと。 

  ⑤ 各事業年度末日における連結貸借対照表及び連結損

益計算書から計算される借入金キャッシュフロー倍

率を連結キャッシュフロー倍率の20倍以内に維持す

ること。 

  次に連結子会社のシンジケートローンに関して１件、

3,146,000千円には、保証人としての当社に以下の財

務制限条項が付されております。 

  ① 各事業年度末日及び中間決算の日における連結貸借

対照表に記載される純資産の部の合計金額を直前の

事業年度末日における連結貸借対照表に記載される

純資産の部の合計金額の75％に維持すること。 

  ② 各事業年度末日における連結損益計算書に記載され

る経常損益を２期連続で損失としないこと。 

  当社のシンジケートローンは当事業年度末現在、上記

の財務制限条項①及び②に相当する条項に抵触してお

ります。また、子会社のシンジケートローンは上記の

①に相当する条項に抵触しております。今後の方向に

つきましては各金融機関と交渉中であります。 



  

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれ

ております。 

原価委託費 543,697千円

業務委託費 5,836,440千円

広告宣伝費 408,538千円

旅費交通費 879千円

販売手数料 1,464千円

賃借料 876,000千円

保険料 4,648千円

その他営業費用 626千円

受取利息 122,243千円

受取配当金 10,000千円

受取地代家賃 48,566千円

支払手数料 217,114千円

原価委託費 570,036千円

業務委託費 5,732,649千円

広告宣伝費 356,789千円

旅費交通費 773千円

販売手数料 941千円

賃借料 780,000千円

保険料 4,185千円

その他営業費用 600千円

受取利息 122,243千円

受取配当金 10,250千円

受取地代家賃 45,100千円

支払手数料 185,602千円

※２ 営業収益の内訳 ※２ 営業収益の内訳 

宿泊売上 20,496,329千円

売店商品売上 1,703,167千円

その他売上 1,286,946千円

宿泊売上 19,018,995千円

売店商品売上 1,500,648千円

その他売上 1,156,769千円

※３ 営業費用の主要項目 ※３ 営業費用の主要項目 

料理・飲料材料費 3,423,005千円

売店・商品原価 1,035,336千円

売上業務委託費 728,145千円

人件費 2,157,993千円

賞与引当金繰入額 25,500千円

役員賞与引当金繰入額 18,000千円

退職給付費用 14,150千円

業務委託費 6,309,972千円

賃借料 932,085千円

販売手数料 1,475,209千円

減価償却費 1,382,287千円

水道光熱費 1,372,350千円

燃料費 893,029千円

広告宣伝費 801,103千円

料理・飲料材料費 2,792,585千円

売店・商品原価 867,654千円

売上業務委託費 570,036千円

人件費 2,022,698千円

賞与引当金繰入額 1,500千円

役員賞与引当金繰入額       千円

退職給付費用 33,917千円

業務委託費 461,746千円

賃借料 843,781千円

販売手数料 1,317,718千円

減価償却費 1,376,305千円

水道光熱費 1,361,174千円

燃料費 809,363千円

広告宣伝費 720,796千円

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具 25千円

土地 133千円

計 159千円

車両運搬具 703千円

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 3,307千円

構築物 604千円

車両運搬具 2,585千円

工具器具備品 9,211千円

計 15,708千円

車両運搬具 1,198千円

工具器具備品 11,809千円

その他 2,593千円

計 15,601千円



  

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※６ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。 

（単位：千円）

※６ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。 

（単位：千円）

    減損損失 

用途 場所 種類 金額 

遊休資産 
北海道恵庭
市柏陽町 

土地  23,000

合計      23,000

    減損損失 

用途 場所 種類 金額 

観光ホテル
北海道虻田
郡洞爺湖町 

建物及び 
構築物 

 1,241,613

土地  666,929

その他  26,317

観光ホテル
北海道釧路
市阿寒町 

建物及び 
構築物 

 670,728

土地  55,755

その他  11,024

遊休資産 
北海道恵庭
市柏陽町 

土地  5,510

合計      2,677,878

（経緯） 

 遊休不動産については、市場価格の下落が著しく、投資

額の回収が困難と見込まれるため、回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（23,000千円）として特別損失

に計上いたしました。 

 なお、遊休不動産以外のホテルについては、該当はあり

ません。 

（経緯） 

 上記ホテルについては、営業収益が大幅に低下したこと

によるものであります。当該資産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（2,672,368千円）

として特別損失に計上いたしました。 

 遊休不動産については、市場価格の下落により、投資額

の回収が困難と見込まれるため、回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（5,510千円）として特別損失

に計上いたしました。 

（グルーピングの方法） 

 減損損失の算定にあたっては、他の資産又は資産グルー

プのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位に拠って資産のグループ化を行

っており、管理会計上の事業所区分に拠っております。な

お、遊休不動産については、個々の物件単位でグルーピン

グしております。 

（グルーピングの方法） 

同左 

（回収可能価額の算定方法） 

 遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ており、土地については売却見込額により評価しておりま

す。 

（回収可能価額の算定方法） 

 当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ており、正味売却価額は不動産鑑定士による鑑定評価額も

しくは、売却見込額により評価しております。 



前事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加700株によるものです。 

当事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加1,070株によるものです。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式  10  0  －  10

合計  10  0  －  10

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式  10  1  －  11

合計  10  1  －  11



  

 前事業年度（平成20年３月31日）及び当事業年度（平成21年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

  

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ており、その内容は次のとおりであります。 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品  47,940  799  47,141

合計  47,940  799  47,141

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品  47,940  10,387  37,553

合計  47,940  10,387  37,553

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 9,588千円

１年超 37,553千円

合計 47,141千円

１年内 9,588千円

１年超 27,965千円

合計 37,553千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 799千円

減価償却費相当額 799千円

支払リース料 9,588千円

減価償却費相当額 9,588千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

（有価証券関係）











② 宿泊客数実績 

宿泊客数実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（単位：人）

 （注）観光ホテル事業の阿寒ビューホテルは平成20年10月20日に閉館しております。 

  

事業部門別 
前連結会計年度 

自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日 

増減 

観光ホテル事業       

定山渓ビューホテル  394,061  384,240  △9,821

洞爺サンパレス  268,100  234,639  △33,461

ホテル瑞鳳  109,721  103,818  △5,903

ニュー阿寒ホテル  162,928  159,823  △3,105

洞爺パークホテル天翔  153,972  140,394  △13,578

秋保グランドホテル  112,678  108,620  △4,058

コガノイベイホテル  66,158  60,346  △5,812

ホテル川久  39,637  33,650  △5,987

ホテル古賀の井  71,437  66,365  △5,072

ホテルエメラルド  96,906  85,521  △11,385

白浜シーサイドホテル  67,132  68,463  1,331

阿寒ビューホテル  59,669  28,857  △30,812

小計  1,602,399  1,474,736  △127,663

ビジネスホテル事業       

晴海グランドホテル  111,581  111,157  △424

川崎グランドホテル  33,954  33,318  △636

ホテルコスモスクエア国際交

流センター 
 105,084  124,986  19,902

小計  250,619  269,461  18,842

合計  1,853,018  1,744,197  △108,821
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